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九条の会・兵庫県医師の会 講演会 

  パレスチナ・ガザ侵攻 命守る独自の外交政策を 

 

ガザの人道危機など命を脅かす事態にどう対

応するのか－－。「九条の会・兵庫県医師の会」

は、2月 10 日に保険医協会会議室で講演会「『戦

争の時代』？ 九条を活かした平和外交の可能性」

を開催し、著書『Z 世代のアメリカ』が話題で、

同志社大学大学院グローバル・スタディーズ研

究科准教授の三牧聖子先生が講演した。会員ら

48 人（来場 21人、Zoom27 人）が参加した。 

 

 三牧先生はアメリカ国内の世論について、世

界関与のあり方として、これまでのような外国

に駐留軍を置くなどの軍事的な関与ではなく、

人道支援などが望ましいという回答が最多にな

っていることを紹介。 

 特に「Z世代」と呼ばれる若者層では、環境問

題やマイノリティの人権問題に関心が高く、昨

年 10月以降のイスラエルによるパレスチナ・ガ

ザ地区侵攻を「完全に正当化できる」と答えたの

が、65 歳以上の 81％に対して、18～34 歳はわず

か 27％と、弾圧され続けるパレスチナへの人道

的支援を支持する傾向があると解説した。 

 一方で、それらの声は政策に反映されておら

ず、Z世代の中で、イスラエルを支持するバイデ

ン大統領への不満が急激に高まっており、今年

の大統領選挙を控えたバイデン大統領の動向が

注目されるとした。 

 また、ロシアのウクライナ侵攻を非難しなが

ら、イスラエルに対しガザ地区侵攻は支援する

という、アメリカの「二重基準」は国際的にも批

判されているとし、さらに国連パレスチナ難民

救済事業機関（UNRWA）の職員がイスラエルへの

攻撃に加担した疑惑があるとして、アメリカが

資金拠出を停止したことを批判。日本政府もこ

れに反対するどころか追随して資金拠出を停止

しており、パレスチナに住む人々の命や健康を

危険にさらす最悪な外交政策であると厳しく指

摘した。 

 講演後、三牧先生は参加者からの質問に答え、

「アメリカがイスラエル寄りの政策をとり続け 

（次のページに続く） 
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米国内の Z世代を中心とした停戦を求める世論

の高まりを紹介した 
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ているのは、従来から言われているような、アメ

リカにいるいわゆるユダヤロビーの力ではない。

むしろアメリカのユダヤ人はリベラルが多く、

民主党支持者が多い。そうではなく、アメリカの

イスラエル寄りの政策は、人口の 4 分の 1 を占

めるいわゆる福音派の政治姿勢によるところが

大きい」「日本の憲法前文は全世界の人々が平和

のうちに生存する権利があると謳っており、日

本政府は今すぐ停戦するよう各国へ呼びかける

べきだ」などと解説した。

 

非核の政府を求める会 総会 《感想文》 

核廃絶のため正義の視点を 

双葉 恵  

非核の政府を求める兵庫の会は２月 25日、兵

庫県保険医協会会議室で第 38回総会を開催した。

記念講演として、一般社団法人かたわら代表理

事で、核廃絶ネゴシエーターの高橋悠太さんを

講師に「核廃絶ネゴシエーターの仕事 核兵器の

ない世界を目指す人々の『かたわら』に居て」を

開催し、同会の会員・市民ら 16 人が参加した。

参加者の感想を掲載する。＜非核の会ニュース

より転載＞ 

今年の総会記念講演は、核廃絶ネゴシエータ

ーの高橋悠太さんにお越しいただきました。 

高校生の時に「カクワカ広島（核政策を知りた

い広島若者有権者の会）」を立ち上げ、東京に移

ってからは「KNOW NUKES TOKYO」を立ち上げるな

ど活発に活動されてきた方ですが、今回はそれ

以前のパーソナルな経験も聞かせていただきま

した。また、政府・外務省や与野党政治家との交

渉、国際会議への参加を重ねてきた経験も、改め

て聞いて凄いなと思いました。 

いくつか印象に残ったポイントを挙げます。 

ひとつは高橋さん自身が「普遍的な人権を学

ぶこと」からスタートしていることです。一般的

にいって、日本では広島・長崎の核被害が見えや

すいという状況がありますが、それだけに日本

以外での被害や、日本自身の加害性について無

自覚になりやすいところがあります。核被害を

ナショナリズムで捉えるのではなく、あくまで

普遍的な人権、そして正義の問題として捉えた

いものです。 

また、「核兵器禁止条約ネイティブ世代だ」と

ご自身でおっしゃったのも印象的でした。世界

は大きく変化し、各国の力関係が変わったこと

が禁止条約実現にも繋がっています。 

ビキニ水爆実験から今年で 70 年になります

が、マーシャル諸島で開催される追悼集会に出

席した米国大使は、核実験による被害を「人類へ

の貢献だ」と美化したそうです。戦争による犠牲

を「今の日本をつくる礎になった」と美化する日

本の右派政治家と通じるものを感じます。 

（次のページに続く） 

核廃絶に向けて取り組んできたことなど話す高

橋さん 
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マーシャル諸島・エニウェトク環礁には核実

験跡のクレーターから放射性汚染物質が流出し

ないようコンクリートで覆われた「ルニット・ド

ーム」があり、その写真はチョルノービリ（チェ

ルノブイリ）原発事故跡を覆う石棺を連想しま

す。経年劣化により汚染物質流出の懸念が高ま

っているのも共通しています。世界各地で「先進

国」が核実験で環境汚染を引き起こすのに対し、

被害を受けるのは多くが小国家の少数民族で、

「植民地主義による不正義だ」との指摘もされ

ました。日本が核抑止政策に依存し続けること

は、植民地主義に加担し続けることでもあるの

ではないでしょうか。 

高橋さんが行ってきた講演やワークショップ

の経験から、「オピニオンよりファクトから話を

はじめる」ことの重要性が指摘されました。様々

な事柄について意見が異なる人と話をするに

は、まず事実の確認をして、共通の土台をつくる

必要があります。社会運動は意見が異なる人と

交渉して着地点を見つけていかなければなりま

せんから、「ファクトから始める」というのは常

に意識したい大切なポイントだと思います。 

核廃絶を実現するために、そして、それをでき

るだけ早く実現するために、学び続けながら行

動したいと思いました。 

 

近畿反核医師懇談会「Don’t bank on the bomb」キャンペーン 

〈緊急報告会〉 

核製造企業への投融資 ７金融機関が約 5.5 兆円 

（※PAX が提供したデータの一部に誤りがあり、投融資額が 2 月の報告会から変更となっています） 
 

近畿各府県の保険医協会や反核医師の

会でつくる近畿反核医師懇談会が重点的

に取り組むキャンペーン「Don’t bank on 

the bomb」（核兵器製造企業にお金を貸す

な）が広がっている。 

世界的に中心となっているオランダの

NGO“PAX”が世界の金融機関による核兵

器製造企業への投融資の実態を明らかに

した最新のレポートを 2 月 21 日に発表。

これを受け、近畿反核医師懇談会は 2月 23

日、緊急報告会を開催し、特に日本の金融

機関の投融資状況を松井和夫・和歌山協会

理事が報告。中村新太郎・大阪歯科協会理事が司

会を務め、報道関係者や反核団体などから約 20

人が参加した。レポートの概要は下記の通り。 

・世界全体で、2021 年 1月から 2023 年 8 月ま

での間に、287 の金融機関が、核兵器の製造に大

きく関与している 24社のうち少なくとも 1社以

上と実質的な融資または投資関係を結んでいた。

機関投資家は核兵器製造企業の債券や株式を

4768 億 4300 万ドル保有していた。2761 億 5500

万ドルが融資およびアンダーライティング（債

権等引き受け）で提供された。 

（次のページに続く） 

PAX レポートで明らかになった核製造企業への融資等額 TOP10 
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・日本の七つの金融機関（みずほ、SMBC、三菱

UFJ、芙蓉総合リース、第一生命、オリックス、

GPIF〈年金積立金管理運用独立行政法人〉）が核

兵器製造企業に対して約 5.54 兆円を投融資して

いる。三つの金融機関が核兵器製造企業の株式

および債券を 50 億ドル以上保有していた。新た

に第一生命がリストアップされ、公立学校共済

組合、三井住友トラスト・ホールディングス、日

本生命保険相互会社がリストから削除された。 

・リストから削除された機関が核兵器製造企

業への投融資を行わなくなったかと言えば、一

概にそうとは言えない。日本生命保険相互会社 

は、昨年新たな投資方針を発表し、私たちとの懇

談でも、核兵器製造企業からのダイベストメン

トを表明しており、今回ダイベストメントを行

ったと判断してよいのではないかと考える。 

一方、公立学校共済組合は、「核兵器製造企業

の 1 社以上の発行済み株式または債券の 0.5%以

上を保有する金融機関のみを調査対象」との規

定を厳密に適用したため、リストからは削除さ

れた。ただし、同組合が公開している保有株式銘

柄一覧から、核兵器製造企業への投資を行って

いることに変わりはない。よって、ダイベストメ

ントをしていないことは明白。 

 近畿反核医師懇談会では、核製造企業から

のダイベストメントを進めるため、レポート結

果を広く知らせるとともに、アンケートや懇談

などを通じての金融機関への働きかけなど取り

組みを強めていく。

 

〈特別企画〉 

世界で広がるＥＳＧ投資 
 

近畿反核医師懇談会は 3月 10日、特別企画を大

阪市内とオンラインで開催。「未来を変えるＥＳＧ

投資」をテーマに、高崎経済大学学長の水口剛先

生が講演し、20 人が参加した。 

 水口氏は、ESG 投資は 1920 年代のキリスト教教

会の倫理的投資に起源があり、70年代のベトナム

戦争の反戦運動などとの連携、2006 年の国連主導

での PRI（責任投資原則）の提唱、15 年の SDGs（持

続可能な開発目標）やパリ協定などを経て発展し、

投資プロセスに ESG 課題を組み込む PRI 署名機関

数は23年６月の時点で世界で5371件、日本は123

件と大きく広がっていると紹介。 

 日本の年金を運用する GPIF が PRI に署名して

いるが、核兵器等の投資先除外はしていないこと

について、誰の判断で投資除外するのかが非常に

難しく、運用によっては政府に反対する企業を除

外するなど悪用されかねない懸念点があると指摘。

約 236 兆円の運用資産残高をもつノルウェー政府

年金基金は金融庁が倫理的ガイドライン・倫理委

員会をつくり、核兵器製造企業への投融資を禁止

していると紹介し、国の財産をどう運用すべきか

には国民的議論が必要だとした。 

最後に水口氏は、アメリカではフロリダ州で反

ESG 法が成立し ESG 投資への評価は二極化してい

るが、その原因に貧困・格差があり、まずこの問

題の解決が求められていると訴えた。  

ESG 投資の専門家である水口先生が講演 
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日  時 8 月 31 日（土）14時～ 

会  場 兵庫県保険医協会会議室＋ZOOM 

記念講演 テーマ①「私の被爆体験」 

岡邊 好子 さん（兵庫県原爆被害者団体協議会（県被団協） 

前理事長） 

  テーマ②「『黒い雨』訴訟－置き去りの「被爆者」を取材して」 

  小山 美砂 さん（ジャーナリスト、元毎日新聞記者）（右写真） 

参 加 費 無料 

ZOOM でご参加の場合は https://tinyurl.com/r68xfee6 

または二次元コードからお申し込みください 

 

お申し込み、お問い合わせは TEL078-393-1807、FAX078-393-1820（保険医協会・有本）まで 

第 34 回 反核医師のつどい in 沖縄 

日  時 11 月 3日（日・祝）～4日（月・休） 

会  場 オリオンホテル那覇＋オンライン 

テ ー マ 核も基地もいらない 命どぅ宝の島から東アジアそして世界の平和を希求する 

企画内容 

 1 日目 記念講演「東アジアの平和（台湾有事と日本の選択）（仮）」 

   講師：田岡 俊次 氏（ジャーナリスト） 

  沖縄・台湾シンポジウム 

シンポジスト  

田岡 俊次 氏（ジャーナリスト） 

下地 陽一 氏（医師・城辺中央クリニック・宮古島出身） 

（その他、台湾から招聘を調整中）     

コーディネーター 徳田 安春氏（医師・群星沖縄臨床研修センター長） 

 2 日目 基調講演「沖縄の基地内の核兵器」 

講師：前泊 博盛 氏（沖縄国際大学教授）  

  現地からの報告 自衛隊訓練場建設、辺野古基地建設など 

  オプション企画（バスで基地等の見学予定） 

主  催 第 34 回 核戦争に反対し、核兵器の廃絶を求める医師・医学者のつどい実行委員会／核戦

争に反対する医師の会 

お申し込み、お問い合わせは TEL078-393-1807、FAX078-393-1820（保険医協会・有本）まで 
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